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様式 ３－３　　共通仮設費（率分）内訳書（営繕工事のうち建築工事）

金　　　　額 算　定　根　拠 経費の節減が可能となる理由等

準備費 敷地整理(新営の場合）、その他の準
備に要する費用。

仮設建物費 監理事務所（敷地内）、現場事務所
（敷地内）、倉庫、下小屋、作業員施
設等に要する費用。ただし、設計図
書によるイメージアップ費用を除く。

工事施設費 場内通信設備等の工事用施設に要
する費用。ただし、設計図書によるイ
メージアップ費用を除く。

環境安全費 安全標識、消火設備等の施設の設
置、隣接物等の養生及び補償復旧
に要する費用。

動力用水光熱費 工事用電気設備及び工事用給排水
設備に要する費用並びに工事用電
気・水道料金等。

屋外整理清掃費 屋外及び敷地周辺の後片付け及び
これに伴う屋外発生材処分等に要す
る費用。

機械器具費 測量機器及び雑機械器具に要する
費用。

その他 コンクリートの圧縮試験費、鉄筋の
圧接試験費、その他上記のいずれ
の項目にも属さないもののうち軽微
なものの費用。

項　　　　　　　目

計

１．該当する項目について記入すること。（一括計上は認めない）。経費の節減が可能となる場合は、その理由を記述すること。（本社経費の充当による経費節減は認めない。）

２．算定根拠に参考資料及び見積書等が必要な場合は、別途添付すること。見積書は、写しを添付し、調査日に原本（押印のあるもの）を提示すること。

３．特別重点調査対象の場合は特別重点調査対象の場合は特別重点調査対象の場合は特別重点調査対象の場合は、該当しない項目又は金額計上をしていない項目について、その理由を記述すること。（本社経費の充当による未計上は認めない。）

４．様式３－１の積算内訳書に記載する共通仮設費（率分）の金額と一致すること。（共通仮設費を直接工事費、現場管理費、一般管理費等へ流用することは認めない。）


